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主催：八ッ場あしたの会     

共催：利根川流域市民委員会、水源開発問題全国連絡会 

八ッ場ダムを考える 1 都 5 県議会議員の会 

荒れる気候の時代に 
命を守る水害対策を考える 

基調講演 嘉田由紀子氏            

  「水害多発時代の治水政策の提案 

～滋賀県流域治水条例の可能性と課題～」 

報告 

「日本人の伝統的自然観から西日本豪雨災害を考察する」  

・・・大熊孝 

「西日本豪雨で明らかになったダムの限界と危険性」  

・・・嶋津暉之 

パネルディスカッション＆質疑    

嘉田由紀子氏、大熊孝、嶋津暉之 
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休憩 約 10 分 



〈講師プロフィール〉 

 

嘉田由紀子（かだ・ゆきこ） 

前滋賀県知事。日本環境社会学会元会長。利根川沿いの埼玉県生まれ。京都大学探検

部員としてアフリカで水と環境の価値発見。京都大学大学院修了（農学博士）。琵琶

湖博物館学芸員等を経て、2006 年公共事業の見直し・子育てを訴え滋賀県知事。６つ

のダムの凍結・中止。「流域治水条例」を全国で初めて制定。2014 年勇退。未来政治

塾塾長として若者・女性の政治参画を進める。 

著書に『知事は何ができるのか ―「日本病」の治療は地域から』（風媒社）、『生活環

境主義でいこう!―琵琶湖に恋した知事』 (岩波ジュニア新書 )、『水をめぐる人と自

然』（有斐閣）、共著に『『滋賀県発！持続可能社会への挑戦』（昭和堂）など。 

 

 

大熊 孝（おおくま・たかし） 

新潟大学名誉教授（河川工学）、新潟市潟環境研究所長。東京大学大学院修了（工学

博士）。専門は河川工学・土木史。八ッ場あしたの会代表世話人。国交省関東地方整

備局が2012 ～ 2013 年に開催した利根川・江戸川有識者会議では、有識者委員とし

て、八ッ場ダムの治水目的に科学的根拠がないことを明らかにし、利根川河川整備計

画に八ッ場ダムを位置づけることに反対した。 

主な著書に『利根川治水の変遷と水害』（東大出版会）、『洪水と治水の河川史』（平凡

社）、『川がつくった川・人がつくった川』（ポプラ社）、『技術にも自治がある－治水技術

の伝統と近代－』（農文協）、『社会的共通資本としての川』（東大出版会、編著）。 

 

 

嶋津暉之（しまづ・てるゆき） 

八ッ場あしたの会運営委員。水源開発問題全国連絡会、利根川流域市民委員会の共同

代表。東京大学大学院修了後、東京都に就職。大学院での研究をもとに、行政の現場

で工業用水の節水指導を行う。元・東京都環境科学研究所研究員。1980 年代から、東

京の水を考える会の市民運動に参加、各地のダム等の水源開発問題の技術的な解析を

行ってきた。 

主な著書に『水問題原論』（北斗出版）、共著に『八ッ場ダム 過去・現在・未来』

（岩波書店）、岩波ブックレット『八ッ場ダムは止まるか』、『首都圏の水が危な

い』、『改訂 地下水ハンドブック』（建設産業調査会）。 

 

 



    「荒れる気候の時代に 命を守る水害対策を考える」 
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嶋津暉之 

 

１ 西日本豪雨における治水ダムの機能喪失 

                         

西日本豪雨では、治水目的を持つ８基のダムが満杯になって、洪水調節機能を失ってしまいまし

た。愛媛県・肱川（ひじかわ）の野村ダムと鹿野川ダム、京都府・桂川の日吉ダム、岡山県・高梁川

の河本ダム、広島県・野呂川の野呂川ダムなどです。ここでは野村ダムと鹿野川ダムを取り上げて肱

川で起きたことを解説します。 

肱川は愛媛県西予市（せいよし）から大洲市（おおずし）を流れて瀬戸内海に注ぐ一級水系河川で

す。西予市に野村ダム、大洲市に鹿野川ダムがあります（図１，表 1）。いずれも洪水調節機能を持つ

国土交通省の多目的ダムです。西日本豪雨では、この二つのダムが深刻な洪水被害を引き起こしまし

た。 

野村ダムの下

流では、ダムの

放流により、5

人が死亡し、約

650 戸が浸水し

ました。鹿野川

ダムの下流でも

ダムの放流によ

り、3 人が死亡

し、約 4600 戸

が浸水しまし

た。 

  

（１）野村ダム

の放流による氾

濫 

１）本来の放流量の６倍も放流 

野村ダムの流入量と放

流量の変化を見ると、図

２のとおり、野村ダムが

洪水調節を行えたのは、

流入量が増加し始めてか

ら 5～6時間だけのことで

あって、あとは洪水調節

機能を失ってしまいまし

た。野村ダムが下流に放

流すべき流量は 300 ㎥／

秒ですが、最大放流量は

その 6 倍の約 1800 ㎥／秒

にもなりました。 

 ダムからの放流量を 300

㎥/秒にとどめることが妥

当とされていたにもかか

図１ 肱川流域図 

(毎日新聞 7 月 20 日) 

図２ 野村ダムの流入量と放流量 2018 年 7 月 

西日本豪雨と鬼怒川水害で明らかになった治水ダムの限界と危険性 
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わらず、その 6倍も放流したのですから、ダム下流で大きく氾濫したのは当然のことでした。 

 

２）ダムがあるために避難の時間が失われた 

このことに関して、ダムがなければ、もっと大きな被害が出ていたというダム擁護論が出ていま

す。たとえば、朝日新聞 2018 年 7 月 11 日で、次の談話が紹介されています。「京都大防災研究所の中

北英一教授（水文気象学）は、『上流からの流れをダムで調整し、下流に流しているので、ダムがなけ

ればもっと大量の水が下流に流れ、大きな被害が出ていたのは間違いない』と話す。」 

しかし、これは憶測で語った根拠のない話です。図２を見ると、野村ダムは、ダム流入量が 300 ㎥

／秒から 1400 ㎥／秒まで約 4時間半で上昇しているのに対して、放流量は 1 時間足らずで 300 ㎥／秒

から 1400 ㎥／秒まで急上昇しています。たった数十分で 1000 ㎥／秒も増加している時間帯もありま

す。 

ダムがなければ、流量の上昇に要す

る時間が 4～5時間あって避難するこ

とができたのに、ダムがあるために、

その放流で流量上昇時間が 1～2時間

に短縮され、しかも、そのうちの数十

分で流量が急上昇しました。野村ダム

下流の西予市では、避難することはほ

とんど困難な状況になり、甚大な被害

が発生しました。 

 

（２）鹿野川ダムの放流による氾濫 

 鹿野川ダムでも少し遅れて同様の事

態が起きていました。 

鹿野川ダムの流入量と放流量の変化を見ると、図３のとおり、鹿野川ダムが洪水調節を行えたの

は、流入量が増加し始めてから 5時間弱のことであって、野村ダムと同様、あとは洪水調節機能を失

ってしまいました。鹿野川ダムが下流に放流すべき流量は 600 ㎥／秒ですから、最大放流量はその 6

倍の約 3700 ㎥／秒にもなりました。 

 放流すべき流量の 6倍も放流したことにより、ダム下流では大きく氾濫しました。 

図３を見ると、ダム流入量が 600 ㎥／秒から 3500 ㎥／秒まで約 5 時間で上昇しているのに対して、

放流量は約 2時間で 600 ㎥／秒から 3500 ㎥／秒まで上昇しています。たった数十分で 1500 ㎥／秒も

増加している時間帯もあります 

ダムがなければ、流量が次第に上昇していくことを察知して避難することが可能であったのに、ダ

（朝日新聞 8月 15 日【写真】肱川がはんらんし、川

沿いの建物が浸水した＝愛媛県大洲市） 

〔注〕鹿野川ダム改造：発電容量と死水容量を廃止し、その容量の 4 割弱を洪水調節容量の増加に当て、これに伴い、 
放流管（トンネル洪水吐）（直径 1.5ｍ、放流量最大 10 ㎥／秒）を新設する事業 

治水容量
万㎥

利水容量
万㎥

発電容量
万㎥

河川環境容量
万㎥

有効貯水容量
万㎥

総貯水容量
万㎥

完成予定年度
現事業費

億円

野村ダム 350 920 -- -- 1,270 1,600 -- --

鹿野川ダム 1,650 -- 1,330 -- 2,980 4,820 -- --

鹿野川ダム改造 2,390 -- -- 1,230 3,620 4,820 2018年度末 420

山鳥坂ダム 1,400 -- 920 920 2,320 2,490 2026年度頃 850

肱川水系のダムの諸データ表１ 
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ムがあるために、一挙に流

量が急上昇して、鹿野川ダ

ム下流の大洲市でも避難す

る時間が失われ、３人の方

が亡くなりました。 

以上のとおり、ダムとは

計画の範囲内の洪水に対し

て一定の調節効果が得られ

ますが、計画を超えた洪水

に対しては洪水調節機能を

喪失してしまいます。ダム

下流の河道はダムの洪水調

節効果を前提とした流下能

力しか確保されていないの

で、洪水調節機能の喪失で氾濫必至の状況になりました。しかも、ダムは洪水調節機能を失うと、放

流量を急激に増やすため、ダム下流の住民に対して避難する時間をも奪ってしまいました。 

 

（３）ダム偏重の肱川水系河川整備計画 

１）肱川水系河川整備計画 

肱川水系河川整備計画は 2004 年 5 月に策定されました。この整備計画はダム偏重の治水計画です。

肱川では二つの大型ダム事業が進行中です。既設の鹿野川ダムを大きく改造する事業と、山鳥坂ダム

を新設する事業です（図１、表 1）。 

鹿野川ダム改造は、総貯水容量は現状のままですが、発電容量と死水容量を廃止し、その容量の 4

割弱を洪水調節容量の増加に当て、これに伴い、放流管（トンネル洪水吐）（直径 1.5ｍ、放流量最大

10 ㎥／秒）を設置する事業です。2018 年度に完了することになっています。 

山鳥坂ダムは、現在は付け替え道路の工事中で、現計画では 2026 年度完成の予定ですが、工期の延

長が必至の状況です。総事業費は現時点では山鳥坂ダムが 850 億円、鹿野川ダム改造が 420 億円です。 

 

２）河道整備を後回しにした河川整備計画 

肱川水系河川整備計画は、「計画中期（鹿野川ダム改造・山鳥坂ダム完成時）」、「整備計画完了時

（概ね 30年後）」と、2段階に分けて作成されており、二つのダム事業を優先して進め、河道整備の大

半は、両ダム事業が完成したあと、整備計画完了時までに実施されることになっています。 

肱川水系河川整備計画には計画洪水が到来した時の氾濫シミュレーションの結果が図４のとおり、

「現在」、「計画中期」、「整備計画完了時」に分けて示されています。これらの図を比較すると、「計画

中期」、すなわち、鹿野川ダム改造・山鳥坂ダム完成時の氾濫範囲は「現在」よりは少し狭まっている

とはいえ、かなり広い範囲で氾濫することになっており、二つのダム事業の効果がきわめて限られた

ものであることは分かります。 

 計画対象地域が計画洪水に対して氾濫の危険がなくなるのは、計画どおりの河道整備が完了した

「整備計画完了時」という遠い将来のことになっているのです。 

上述のように、西日本豪雨では既設の野村ダム、鹿野川ダムが洪水調節機能を喪失したのですか

ら、今回の状況は図４に示す「現在」よりはるかに深刻な状況になりました。 

 

鹿野川ダムの流入量と放流量 2018 年 7図３ 
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３）無堤防地区が多い肱川下流部 

肱川下流部は堤防整備が極めて遅れていま

す。図５のとおり、無堤防の区間がかなりあり

ます。これでは氾濫するのは当然です。このよ

うに無堤防のところが多くあるにもかかわら

ず、河川管理者はダム事業を優先して、堤防整

備を後回しにしてきました。 

 

４）山鳥坂ダム建設事業を継続する愚かさ 

国土交通省が９月７日、肱川の

緊急対策工事を行うことを発表し

ました。その内容は次のとおりで

す（愛媛新聞 2018 年 9月 8 日）。 

「５年間では、河川激甚災害対策

特別緊急事業として、中下流部で

最大約 6.2 メートル築堤し、暫定

堤防を約 3.6 メートルかさ上げ。

野村ダム下流で河道を掘削する。

10 年間では、西日本豪雨時と同

規模の洪水でも安全に流下できる

よう、26年度までに山鳥坂ダム

（大洲市）を完成させ、さらなる

河川整備を進める。」 

 

災害前は河道整備を後回しにして、軽んじていたのに、災害後に慌てて河道整備に力を入れるの

は、国土交通省のいつもの行動パターンです。2015 年 9 月の鬼怒川水害の時もそうでした。 

国土交通省は今回の発表で山鳥坂ダム建設事業を既定方針どおりに推進するとしました。山鳥坂ダ

ムは鹿野川ダム直下の肱川に合流する河辺川の最下流に建設されるダムであって（図１）、西日本豪雨

の時にもし山鳥坂ダムがあれば、このダムも緊急放流を行い、大洲市の氾濫が一層深刻なものになっ

た可能性があります。 

国土交通省は今回の事態を何ら反省することなく、ダム偏重の河川行政を続けようとしています。 

図４ 肱川水系河川整備計画による現在・計画中期・計画完了時の浸水氾濫シミュレーション 

 

図５ 

〔注〕河道データは国管理区間は 2017 年度、県管理区間は 1998 年度の測量。 
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２ 四つの大規模ダムで防げなかった 2015 年 9 月の鬼怒川水害 

 

2015 年 9月の台風 18号で鬼怒川の堤防が決壊し、甚大な被害が発生しました。茨城県常総市の浸水

家屋は床下浸水約 6,600 戸、床上浸水約 4,400 戸、浸水面積は約 40 ㎢にも及びました。決壊で鬼怒川

から溢れた洪水が家々を次々と襲っていく凄まじい状況が放映されました。線状降水帯が栃木県北部

を中心に居座り続けたことによる大豪雨が引き越した洪水でした。 

（１）鬼怒川上流の４ダム 

鬼怒川上流には国土交通省

が建設した四つの大規模ダム

があります（表２、図６）。

五十里ダム、川俣ダム、川治

ダム、湯西川ダムです。湯西

川ダムはつい最近、2012 年に

完成したばかりであり、ダム

の上にまたダムをつくる、屋

上屋を架すダム建設が行われ

てきました。 

4 ダムの集水面積 595 ㎢は鬼怒川の流域

面積 1,761 ㎢ の 1/3 を占めています。そし

て、４ダムの治水容量（表１）は合計で

12,530 万㎥（八ッ場ダムの治水容量 6,500

万㎥の約 2 倍）もありますので、鬼怒川は

ダムで洪水調節さえすれば、ほとんどの洪

水は氾濫を防止できるとされていた河川で

した。 

しかし、堤防が決壊し、大量の溢水があ

って凄まじい氾濫被害をもたらしました。

ダムでは流域住民の安全を守ることができ

なかったのです。 

 

(２）４ダムの洪水調節効果は下流では大き

く減衰 

当時、4ダムではそれぞれルール通りの洪

水調節が行われ、ダム地点では洪水ピーク

の削減量は 2,000 ㎥／秒以上もありまし

た。 

しかし、下流ではその効果は大きく減衰

し、水海道地点では洪水ピークの削減量は

わずか 230 ㎥／秒しかありませんでした

（国土交通省が示したダムがなかった場合の水位から計算）。 

４ダムによる削減効果は下流では約 1/10 に減衰していました（図７）。 

ダムによる洪水ピークの削減量が下流で激減するのは次の二つの要因が働くからです。 

① 支川の合流に伴うダム効果の低減 

図６ 鬼怒川流域図 

表２ 鬼怒川上流の４ダムの容量（万㎥） 

治水容量 利水容量 有効貯水容量 総貯水容量

川俣ダム 2,450 4,860 7,310 8,760

川治ダム 3,600 4,000 7,600 8,300

五十里ダム 3,480 1,120 4,600 5,500

湯西川ダム 3,000 4,200 7,200 7,500

４ダム 12,530 14,180 26,710 30,060



 
 

28 
 

支川の流入に伴い、洪水

波形が重なってピーク発生

時間がずれていき、ダム洪

水調節によるダム地点での

ピークカット量よりも、合

流後のピークカット量が小

さくなる。 

② 河道貯留によるダム効

果の低減 

勾配がゆるい河道では河

道での貯留効果が働いてピ

ークの突出が小さくなり、

洪水ピークのカット量が小

さくなる。 

特に鬼怒川中流部は川幅

が非常に広いので、河道貯

留効果が働きやすい。 

このように、上流ダムの洪水調節の治水効果は下流では効率が極めて低いものなのです。 

 

（３）川治ダムの緊急放流 日光市藤原地区の約 140 戸が

一時避難 

洪水時にダムが満水になって洪水調節機能を失う事態は

2015 年 9月の鬼怒川水害でも起きようとしていました。同

年 10 月 9日の下野新聞が「上流 日光・川治ダム越流の恐

れ」「迫る緊急放流 住民避難」という見出しで、鬼怒川水

系 4 ダムの一つ、川治ダムの直下で 9月 10 日午前 4時 45

分に一時避難の発令が出されたことを伝えています。 

川治ダムが満水になって、緊急放流する危険が高まり、

洪水をコントロールできなくなる恐れが生じたため、日光

市藤原地区の約 140 戸が一時避難したのです。大雨が収ま

り、緊急放流は見送られましたが、もし緊急放流していれ

ば、ダムの直下はダムの洪水調節の効果を前提とした河道

になっているので、氾濫し、大きな被害が発生したに違い

ありません。 

 

（４）鬼怒川のダム偏重の河川行政 

2015 年 9月の鬼怒川大氾濫の真因はダム偏重の河川行政が続けられてきたことにあります。河川予

算の大半がダム建設に使われ、氾濫の危険性が高い下流部の河川改修がなおざりにされてきました。 

2012 年に完成した湯西川ダムの建設に巨額の河川予算が投入されてきました。湯西川ダムの建設事

業費は 1,840 億円にもなりました（負担額の内訳は治水 1,144 億円、かんがい 52 億円、都市用水 644

億円）。 

その一方で、鬼怒川の河川改修の予算は毎年度 10 億円程度にとどめられてきたため（図８）、鬼怒

川下流部は氾濫の危険性がある状態が長年放置され、2015 年 9 月の大水害が引き起こされました。 

図８ 

図７ 
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３ 2015 年鬼怒川水害と 2018 年西日本豪雨災害で明らかになったダム偏重河川行政の誤り 

 

2015 年鬼怒川水害と 2018 年西日本豪雨災害により、ダムに偏重した河川行政の誤りが明らかになり

ました。 

① ダムは計画を超えた洪水が来ると、洪水調節機能を喪失してダム下流を氾濫の危機に陥れる。

ダム下流はダムの洪水調節効果を前提とした流下能力しか確保されていないので、ダムが洪水調節機

能を失うと、氾濫必至の状況になる。 

② ダムは洪水調節機能を失うと、放流量を急激に増やすため、ダム下流の住民が避難する時間を

も奪ってしまう。 

③ 上流のダムによる洪水調節効果は下流では大きく減衰するので、下流部の氾濫防止にはほとん

ど寄与しない 

④ 河川予算の大半をダム建設に投じる治水行政が進められたことにより、河川改修がなおざりに

されて、その結果、鬼怒川や肱川などの氾濫が引き起こされた。 

 

2015 年鬼怒川水害と 2018 年西日本豪雨災害を踏まえれば、ダム偏重の河川行政を改め、住民の生命

と財産を真に守ることができる河川行政に転換しなければなりません。 

 

 

４ 今後進めるべき治水対策の柱 

 

今夏の西日本豪雨のような未曽有の豪雨に対応するために取り組むべき課題はいくつかあります

が、その柱となるべき治水対策を二つ記します。 

 

（１）耐越水堤防工法の導入 

 

今後はダム建設ではなく、河川改修に重点的に河川予算を振り向けるべきです。といっても、堤防

を嵩上げしたり、堤防を拡幅したりする河川改修の工事を河川の長い距離で行うためには多額の費用

がかかるので、一朝一夕では進められません。通常の河川改修の方法を取る限り、何十年という歳月

を要するから、河川改修が終わるまでの間に鬼怒川水害や西日本豪雨のような水害が再び起きないと

は限りません。 

 水害で最も恐ろしい現象の一つは堤防の決壊です。堤防決壊によって洪水が一挙に流入し、人命を

奪うことを考えれば、堤防の決壊を防ぐための堤防強化が極めて重要です。 

洪水が越水しても決壊しない、あるいは決壊しづらい堤防に強化する安価な技術「耐越水堤防の工

法」はすでに確立され、実用化されています。 

 

１）耐越水堤防をめぐる経過 

耐越水堤防の経過は次の通りです。 

（石崎勝義・元建設省土木研究所次長『消されかかっている越水堤防』より） 

① 耐越水堤防工法の研究開発 

旧・建設省土木研究所が「洪水が越水しても簡単には決壊しない堤防」（耐越水堤防）の工法を 1975

年から 1984 年にかけて研究開発。 

② 耐越水堤防工法の実施 
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建設省が一級河川の一部で 1980 年代の後半から耐越水堤防工法を実施。 

③ 耐越水堤防の普及の通知 

建設省が耐越水堤防の普及を図るため、2000 年 3 月に「河川堤防設計指針(第 3 稿)」を発行し、関

係機関に通知（図９）。 

 

〔注〕耐越水堤防工

法は被覆型（堤防の

川裏側を連接ブロッ

クと遮水シートなど

で被う工法）と自立

型（堤防のコアに土

とセメントをまぜた

地中壁をつくる工法

など）がある。建設

省の耐越水堤防工法

は前者である。 

 

 

 

④ 耐越水堤防の退場 

国土交通省が 2002 年 7月に③の「河川堤防設計指針(第 3稿)」を廃止 

 

④の背景（ダム推進の妨げになるから） 

2000 年 12 月から始まった熊本県の川辺川ダム住民討論集会で、耐越水堤防を整備すれば、ダムが不

要になるのではないかと指摘され、耐越水堤防の存在がダム推進の妨げになると、国土交通省が考え

たからと推測されます。 

 

 

図９ 



 
 

31 
 

２）安価な耐越水堤防工法の導入を拒む国土交通省 

① 1 ㍍あたり 50～100 万円で導入可能な耐越水堤防工法 

耐越水堤防工法は比較的安価な堤防強化工法で、1㍍あたり 50～100 万円で堤防強化が可能とされて

います。石崎勝義氏は最近、川の景観も配慮した図 10 に示す「耐越水堤防（減勢フトンカゴ）」も提

案し、整備費用の試算も行っています。この工法は堤防長さ１㍍あたり 60 万円程度であり、やはり比

較的安価です。なお、フトンカ

ゴとは角型じゃかごのことで

す。 

 

② 耐越水堤防に関する国土交

通省の回答（国土交通省治水課 

2015 年 8 月 27 日） 

耐越水堤防に関する国土交通

省の現在の見解は次の通りで

す。 

質問「土木研究所が過去に行

った堤防強化工法の実験結果を

なぜ評価しないのか。」 

回答「越水対策工法について

は、土木学会より、堤防を被覆する工法は耐侵食性、耐震性など長期にわたる実効性が未だ明らかで

はない点などが示されており、現実的な治水対策案として採用できる状況にはなっていないと考えて

います。」 

質問「スーパー堤防整備対象区間（江戸川・荒川・多摩川・淀川・大和川の下流部 119ｋｍ）以外の

河川について耐越水堤防へ強化する計画、見通しを示されたい。」 

 回答「堤防強化に関する技術開発が各方面で実施されているところですが、現在の技術レベルでは

高規格堤防以外に越水に耐えられる構造は確立されていません。したがって、現時点では、高規格堤

防以外の区間の耐越水堤防の計画はありません。」 

 

国土交通省の回答を裏返してみれば、スーパー堤防事業があるために、国土交通省は安価な耐越水

堤防工法の導入にストップをかけているのです。 

 

【補遺】スーパー堤防（高規格堤防）事業の現状 

耐越水堤防の対極にあるスーパー堤防事業の現状を紹介します。 

多摩川・江戸川・荒川・多摩川・淀川・大和川の下流部 119ｋｍがスーパー堤防の整備対象区間にな

っていますが、堤防対象地に居住する人々に（数年間以上）立ち退きを求める土地区画整理や都市再

開発を前提とするため、スーパー堤防の整備は遅々として進んでいません。 

 

ア 江戸川・荒川・多摩川・淀川・大和川下流部のスーパー堤防整備の必要年数の試算 

・計画区間 118.967ｋｍ  

・実際に完成した高規格堤防 3.355ｋｍ（1：30 の基本断面形状の確保区間）  

・進捗率 3.4ｍ÷119ｋｍ＝2.8％  

・スーパー堤防の事業が始まって 20 年経過して、整備率が 2.8％とすれば、  

119 ㎞の整備を終えるためには、 

図 10
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20 年÷0.028 ＝約 710 年必要。 

 

イ 進まない理由 

① 人々が住んでいる場所に堤防をつくるという手法そのものに無理がある。 

ⅰ 区画整理や再開発などのまちづくり事業が先行しないと、進められない。 

ⅱ 現住居を終の棲家として余生を送るとしてきた人たちを強制的に追い立てる問題を引き起こしてい

る。 

② 巨額の事業費が必要である。 

1 メートルあたり 3,000～4,000 万円（耐越水堤防工法は 1メートルあたり 50～100 万円） 

 

スーパー堤防計画が流域の安全性向上を妨げる元凶になっています。流域住民の生命と財産を守る

真っ当な河川行政に変えるために、ダム建設にストップをかけるとともに、スーパー堤防事業の廃止

を求めていくことが必要です。 

 

（２）流域治水推進条例（建築規制、立地規制をも行う治水対策） 

 

１）滋賀県流域治水の推進に関する条例（2014 年 3 月制定） 

近年の水害発生区域を見ると、河川のすぐ近くにあって、氾濫の危険性のあるところに新しい家々

が立ち並んでいる新興住宅地であることが少なくありません。開発規制がされていないのです。 

この点で、建築規制、立地規制を治水対策の重要な柱としたのが、嘉田由紀子・前滋賀県知事が

2014 年 3月に制定した「流域治水の推進に関する条例」です。 

この条例は、「浸水警戒区域」を指定し、近くに避難場所がなく、地盤のかさ上げもしない場合、原

則として区域内の住宅や福祉施設などの新築・増改築を許可しないとしています。 

治水対策として建築規制、立地規制を行うのは画期的なことです。 

滋賀県の流域治水推進条例が制定されてから、３年半が経過しましたが、滋賀県に続く自治体の動

きがほとんど見られません。 

 

２）条例の要点（滋賀県のＱ＆Ａより） 

〇「浸水警戒区域 」とは？ 

  200 年確率の降雨があった場合に人命被害を生じるおそれが判明した区域に対し、指定をおこな

おうとするものです。 

浸水警戒区域では、浸水に対して安全な建築としていただくよう条件を設定したいと考えていま

す。水害リスクの明らかになった地域に対して、県が支援制度を創設し、責任を持って対策をする

ということを明示するのが区域指定です。 

 

〇「建築制限」とは？ 

「浸水警戒区域」の中で住宅や社会福祉施設

等を建てる場合、水害リスクに対して適切な対

応がされ、安全な住まい方がされる条件をクリ

アしているかどうかを県がチェックする「許可

制度」ことです。 

右の写真をご覧ください。右の家屋は平屋な

ので軒下まで水没しています。一方、左の家屋 
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は、2階建てなので、水があがってきても避難空間が確保できています。 

水害リスクの高い区域では、軒下まで浸水するような建物は、大雨の時には命にかかわるので止

めておく、逃げ遅れた時のために避難空間を確実に確保しておく、という「安全な住まい方」をル

ール化しています。 

 

〇「浸水警戒区域」の指定は、どのようにおこなわれるのですか。 

区域指定にあたっては、具体的に議論を重ね、合意形成を図ったうえで「水害に強い地域づくり

計画」を策定することとしております。 

 

 〇「浸水警戒区域」の中では、新たに建物は建築できないのですか。  

建築できます。次に示す建物は条例に定める条件をクリアしていただきたいと考えています。 

１.住宅  ２.社会福祉施設  ３.特別支援学校および幼稚園 ４.病院、診療所および助産所 

販売所や工場など、上記以外の建物については、条件を設けることはありません。 

 

〇「浸水警戒区域」の中にある既に建っている住宅は、建て替えないといけないのですか。  

将来、増改築する時に、安全に

住むための条件をクリアしてくだ

さい。 

地盤盛土等の対策を行い、想定

水位以上の高さに避難できる空間

を確保してください。 

または、地域防災計画等に位置

づけられた避難場所など、浸水が

生じた場合に確実に避難できる要

件（広さ、距離、経路、管理状況等）を満足する避難場所が付近にあることが必要です（ただし、社  

会福祉施設等は除きます）。 

「建築制限」は、上図の条件を満たし、水害リスクに対応した安全な住まい方がされるかどうかを

県がチェックする制度です。 

 

〇「浸水警戒区域」で地盤の嵩上げをして家を建てる場合、どれくらいの嵩上げが必要ですか。 

2 階建ての場合、想定浸水深が 3メートルのところであれば最高で 2 センチ、4 メートルのところ

であれば最高で 1メートル 2センチです。 

 

〇「浸水警戒区域」に指定された区域に対し、県として支援を考えていますか。  

2017 年 6月に宅地嵩上げ浸水対策促進事業が創設されました。この事業は、「浸水警戒区域」内の

既存住宅の、住宅の改築（建て替え）および増築時に、地盤の嵩上げ（盛土、法面保護）等工事の費

用を助成しようとするものです。補助金額は次のように算定されます。 
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１ 高梁川支流・小田川とその支川の氾濫 

 

 今夏の西日本豪雨では全国で 224 名の死者が出ました。内訳は 119 名が土砂災害、105 名が水害

によるものでした（10月 9 日現在）。そして、水害死者数のうち、61名が岡山県で、その大半は

高梁川支流・小田川とその支川の氾濫によるものでした。 

小田川で 2カ所、その支川の末政川（すえまさがわ）で 3カ所、高馬川（たかまがわ）で 2カ

所、真谷川（まだにがわ）で１カ所、計 8 カ所も堤防が決壊し、さらに小田川で越水が 4カ所あ

り、大量の洪水が真備町を襲いました。浸水面積は約 1200 ㌶にもなりました。 

真備町で亡くなった 51人のうち、８割以上の 42 人が住宅１階部分で遺体となって発見され、

そのうち 36 人が 65 歳以上の高齢者であって、避難が困難だったために自宅で亡くなるケースが

大部分を占めていました（朝日新聞 2018 年 8月 8 日）。 

真備町は水島工業地帯に近いことから、宅地化が急速に進行してきました。 

この地は洪水氾濫の常襲地帯でした。1972 年 7月洪水や 1976 年 9 月洪水の浸水区域図を見て

も、真備町で氾濫が大きく広がっています。西日本豪雨の浸水区域は過去の氾濫域が拡大したも

のであって、より大きな洪水が来れば、今回のような事態になることは十分に予見できることで

した。 

 

【補論１】高梁川支流・小田川の氾濫防止対策を半世紀も先送りした国交省 
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２ 小田川氾濫の要因 

 

小田川とその支川の氾濫の要因として次の三つが指摘されて

います。 

① バックウォーター現象 

水位が高まった高梁川が支流の小田川の流れをせき止める

「バックウォーター現象」が起き、小田川の水位が上昇して決

壊につながりました（毎日新聞 2018 年 7月 11 日）。 

② 脆弱な堤防が決壊 

高梁川との合流地点から約 6.4ｋｍ上流の決壊箇所は堤防の

幅と高さがともに国の整備目標に満たしていない堤防でした

（山陽新聞 2018 年 8月 10 日）。 

他の決壊箇所も同様に脆弱な堤防であった可能性が高いと

考えられます。 

③ 小田川の河道の森林化 

小田川の河道は樹林の伐採が長年されなかったため、河道

内は森林状態になっており、繁茂した樹木が洪水の流下を妨

げました〔注〕。 

〔注〕国土交通省は災害後の 8月 7日に「小田川等において緊急的に河川の浚渫と樹木の撤去

を行うこと」を発表し、直ちに実施しました。2018 年度の予備費を充当しての実施です。し

かし、予備費で対応できる河道内の樹木伐採をなぜ、長年実施しなかったのでしょうか。国土

交通省は河道内の森林化への

危機感が欠如していました。 

 

上記のうち、小田川氾濫の主

因は①のバックウォーター現象

であると考えられます。バック

ウォーター現象は右図のとお

り、高梁川に比べて、小田川の

河床勾配がかなり緩いことによ

るものです（高梁川約 1/900、

小田川約 1/2200）。 

 

３ 小田川合流点の歴史 

 

小田川と高梁川の合流点付近は 1世紀近く前に大改修工事が行われて、現在の河道になりました。 

改修前は高梁川が西高梁川と東高梁川に分かれていて、その分岐点に小田川が合流していて、

西高梁川につながっていたので、小田川は現状より勾配があったと推測されます。 

1925 年に完成した改修で西高梁川と東高梁川は一つの河川になりました。旧・西高梁川上流部

の河道は柳井原貯水池になり、それにより、小田川は旧・東高梁川を回って流れるように付け替

えられました。これにより、小田川の緩い河床勾配のベースがつくられました。 

（毎日新聞 2018 年 7月 11 日） 

（出典：国土交通省の資料） 



36 

 

柳井原貯水池をつくるための小田川の付け替えでしたが、貯水池は水漏れがひどく、当時は漏

水を防止する技術がなく、貯水池として使われることはありませんでした。 

 

 

 

 

 

４ 小田川合流点を下流側に付け替える動き―高梁川総合開発事業― 

 

小田川の勾配が緩く、バックウォーター現象が起きやすいことから、小田川合流点を下流側に付け

替える動きが半世紀前（1968 年頃）からありましたが、ダム事業（貯水池建設事業）と一体の計画

（高梁川総合開発事業）であったため、難航しました。 

この事業は柳井原堰を建設して柳井原貯水池をつくり直して水道水源を開発し、同時に小田川の合

流点を付け替えるものでした。この計画に対して、旧船穂町（現・倉敷市船穂地区）が地元にメリ

ットがないとして当初は反対しました。 

やがて、旧船穂町が 1995 年に計画に同意したことにより、高梁川総合開発事業は推進され、環

境アセスも行われました。ところが、今度は利水団体の参画がなくなり、岡山県が中止を要望

し、2002 年 11 月に中止が決定しました。（山陽新聞 2018 年 07 月 10 日） 

このようにして、小田川合流点の付け替えは先送りになってしまいました。   

 

 

５ 小田川合流点の付け替えが 2010 年 10 月になってようやく現実化 

 

柳井原（やないばら）貯水池   

広さ 97.2ha、総貯水量 228 万㎥ 1925 年

頃完成。水漏れがひどく、高梁川上流部に

ある取水口から、3,676m にわたって内径

1.36m の導水管も埋設されたが、使われる

ことはなかった。（「建設コンサルタンツ協

会誌」より） 

現在の小田川と高梁川の合流点付近 

高梁川総合開発事業 

① 高梁川の支川小田川を既存の柳井原貯水池を貫流

するように付け替え、高梁川との合流位置を笠井堰

の下流へ移し、治水上の安全性の向上を図る。 

② ② 本川合流点付近に可動堰を建設し、柳井原貯水池 

③  を多目的に活用することにより流水の正常な機能の 

④  維持及び水道用水の供給を目的とする。 

事業の規模  

  湛水面積 100ha    貯水容量  約 340 万㎥ 

  可動堰    堰長  165ｍ  堰高  5.9ｍ  

事業費  約 600 億円    

  建設工期  平成 9年度～平成 20 年度 
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河川法が

1997 年に改正

されてから、

13 年経過し

て、高梁川の

河川整備の内

容を定める高

梁川水系河川

整備計画が

2010 年 10 月

に策定されました。この整備計画に小田川合

流点付け替え事業が盛り込まれ、事業はよう

やく実現することになりました。 

その後、小田川合流点付け替えは 2014 年

度からの新規事業として採択され、2028 年度

完成予定で予算化されました（山陽新聞 2018

年 7 月 10 日）。しかし、計画が 1968 年に浮

上してから、半世紀近くも経っていました。 

 

６ 小田川合流点の付け替え

の効果 

 

小田川合流点の付け替えの効

果は大きく、合流点の水位が国

土交通省の資料では 4.2ｍも下

がります。 

付け替え工事がもっと早く行

われていれば、合流点の水位が

4.2ｍも下がるのですから、今

夏の豪雨で、小田川がバックウ

ォーター現象で氾濫しなかった

可能性が高いと考えられます。 

 

 

７ 本豪雨で 51 人もの死者を

出した小田川の氾濫は国土交

通省の不作為によるもの 

 

小田川とその支川の周辺は氾濫の常襲地帯であり、大洪水が来れば、壊滅的な被害を受けるこ

とが予見され、且つ、氾濫回避の有効な対策（小田川付け替え）があったにもかかわらず、その

対策の実施を半世紀も先送りしてきた国土交通省の責任は重大です。 

小田川合流点付け替え事業（小田川は柳井原貯水池を通

して高梁川への合流点を 4.6ｋｍ下流側に付け替え） 

（出典：国土交通省の資料） 

（出典：国土交通省の資料） 

（文責 嶋津暉之） 
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１ 西日本豪雨の降雨量 

 

 今夏の西日本豪雨は、観測史上１位という記録的雨量が観測されたところが少なくありませ

ん。たとえば、広島県は広島地区の 24hr 雨量 が 150 年確率（150 年に一度の雨量）以上であった

と発表しています。また、ダムの緊急放流があった愛媛県・肱川について、国土交通省は野村ダ

ム上流域の 2日雨量が 1/258 確率、鹿野川ダム上流域の 2日雨量が 1/145 確率であったと発表し

ています。 

西日本豪雨は確かに未曽有の豪雨でした。しかし、だからと言って、西日本豪雨で起きた甚大

な被害が自然災害による不可避のものであったと考えるべきではありません。治山治水行政の拙

さ、不作為、誤りが被害の発生を激化させ、人々に壊滅的なダメージを与えたのであって、甚大

な被害の発生は人災の面が多々あります。   

 

２ 西日本豪雨の被害状況  

 

西日本豪雨の被害状況は表 1（10月 9 日現在）に示すとおりで、死者は 224 名にもなりまし

た。行方不明者が 8名、負傷者が 427 名にもなりました。なんとも痛ましいことです。 

表 1 の右表は左表の内数で、死者 224 名のうち、119 名は土砂災害によるもので、53％を占めて

います。 

西日本豪雨では、大雨が降ると川が増水し、堤防が決壊して氾濫するというパターンだけでは

なく、様々な形で災害が起きました。土石流の襲来、砂防ダムの決壊、ダムの緊急放流による氾

濫、バックウォーター現象による氾濫などです。 

とりわけ、広島県は土石流の襲来による土砂災害が多く、土砂災害の死者は 87 名にもなりまし

た。 

重傷 軽傷 程度不明

人 人 人 人 人 人 人 人

京都府 5 1 6 1 京都府 4 4

岡山県 61 3 9 152 岡山県 3 5

広島県 109 5 49 89 広島県 87

山口県 3 3 10 山口県 3 10

愛媛県 29 29 6 2 愛媛県 17 5

高知県 3 1 高知県

福岡県 4 8 14 福岡県 2 4

その他 10 10 37 その他 3 1

合　計 224 8 109 315 3 合計 119 0 29

表１　平成30年7月豪雨等による被害状況等について （平成30年10月9日現在）

内閣府非常災害対策部

土砂災害（左表の内数）

都道府県
名

人的被害

都道府県
名

人的被害

死者
行　方
不明者

負傷者
死者

行　方
不明者

負傷者

【補論２】西日本豪雨が引き起こした土砂災害 
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表２は西日本豪雨による住家被

害の状況です。全国の被害棟数

は、全壊と半壊を合わせて 17414

棟、一部破損、床上浸水、床下浸

水も加えると、51337 棟にもなりま

した。 

 

３ 広島県の土砂災害 

 

西日本豪雨による広島県の土

砂災害の状況は表３のとおりで

す。県内の各地で土砂災害が発

生しました。  

広島市安芸区矢野東 7丁目で

は土石流が砂防ダムを越え、安

芸郡坂町小屋浦では砂防ダムが

決壊しました。 

このように西日本豪雨では土石流が砂防ダムを越えて住宅地に押し寄せたり、砂防ダムが土

石流で決壊して跡形もなくなってしまう事態も生じており、砂防ダムは決して当てになるもの

ではありませんでした。 

 

表３ 西日本豪雨における広島県の主な土砂災害（広島県の資料 平成 30 年 9 月 5 日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 

 （種別 急：急傾斜（がけ崩れ） 土：土石流） 

棟 棟 棟 棟 棟

京都府 15 50 47 539 1,734

岡山県 4,822 3,081 1,108 2,921 6,035

広島県 1,085 3,258 1,996 3,234 5,603

山口県 21 448 95 135 653

愛媛県 632 3,212 92 360 2,692

高知県 12 61 25 120 370

福岡県 15 222 173 952 2,294

その他 93 387 171 379 2,195

合　計 6,695 10,719 3,707 8,640 21,576

都道府県
名

住家被害

全壊 半壊 一部破損 床上浸水 床下浸水

表２ 平成30年7月豪雨の住家被害 （平成30年10月9日現在）

内閣府非常災害対策部
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３ なぜ広島で土砂災害が多発するのか まさ土と危険な場所に広がる宅地 

 

広島県では 2014 年 8 月の豪雨でも土砂災害が発生し、77人が亡くなっています。西日本豪雨の

土砂災害の死者数は 87人にもなりました。なぜ広島で土砂災害が多発するのかについて、朝日新

聞 2018 年 8 月 6 日の記事が次のように述べています。 

「指摘されてきたのは、風化して崩れやすい「まさ土（ど）」になる花崗岩（かこうがん）の

地層と、危険な場所に広がる宅地の組み合わせだ。 

山地が７割を占める広島では高度経済成長以降、郊外の山麓（さんろく）斜面で住宅開発が進

んだ。当初は土砂災害の危険性が高いため避けられていた谷筋の近くでも開発が進むようになっ

た。」 

後者の問題「危険な場所に広がる宅地」について日経コンストラクション 2018 年 8 月 9日の記

事が下記の写真を示して次のように述べています。 

西日本豪雨で甚大な土砂災害、居住規制の議論も必要では  
（日経コンストラクション 2018 年 8 月 9 日） 

 

砂防施設の整備など「ハード」面の対策と、避難を促すための情報提供といった「ソフト」面

の対策を、両輪で進めていかなければなりません。しかし、今回の被災地の立地を見ると、“そ

の先”の対策を考えていかなければならない時期に来ている気がしています。それは、居住規制

です。 

私権制限を伴う居住規制は、安易に実施できるものではありません。ですが、これから人口減

少が加速していくことを踏まえれば、将来の街づくりの在り方と併せて議論していく必要がある

のではないでしょうか。 

（写真）7 月 9日に撮影した広島県坂町（さかちょう）小屋浦地区。山間のわずかな平地に

住宅が密集し、山に向かって開発が進んでいった状況がうかがえる。 
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４ 土石流災害は「拡大造林」が元凶の人災 

 

近年の豪雨による土石流災害の多発はもっと根本の原因を考える必要があります。 

藤田恵氏（元・徳島県木頭村長 水源開発問題全国連絡会・顧問）が次のように述べています。 

 

 

５ 林野行政の根本からの見直しを！ 

 

 西日本豪雨災害を受けて、今後、砂防ダム（治山ダム）の建設に拍車がかかることが予想され

ます。しかし、西日本豪雨では砂防ダムは土石流を防止する上で有効なものではありませんでし

た。砂防ダムの決壊も起こりました。そして、砂防ダムの建設が山の荒廃を進める要因にもなっ

ています。 

 拡大造林が土石流災害の元凶であるという現実を踏まえて、林野行政を根本から見直す必要が

あります。   

（文責 嶋津暉之） 

大雨が降っても、通常は山崩れや土石流災害は滅多に起こるものではありません。災害には

山林に何らかの共通する特殊事情があります。（大雨で必ず山崩れが起きるのなら、旧木頭村

の 2000ｍ級の約 20 峰の山は全て崩れているはずです。） 

  特殊事情とは、①「拡大造林」後の手入れ不足による山肌の過大浸食 ②急峻な地形へ幅員

が広過ぎる農林道の開設 ③川、沢の直線化 ④里山の喪失 ⑤砂防ダム、が主なものです。 

 「拡大造林」は、敗戦後の住宅建設などで杉や檜等の建築材が不足し、1950 年代から、ブ

ナ、ナラ、シデ等の天然林を含む広葉樹を皆伐し、補助金で主に杉を密植する政策で、当時の

農林水産省が全国的に推進して来た広葉樹敵視の愚策です。その後、1964 年の林産物の貿易自

由化で、杉材等の価格の暴落が今も続き、林業家は間伐や下草刈りの費用も人材も無く、杉林

は荒れ放題の状態です。 

 

 「拡大造林」後の手入れ不足による山肌の過大浸食 

  杉林の間伐などの手入れ不足のため、林内の山肌を保護する下草（草や細い木など）が全く

無いか少ないため、大雨で山肌がいっぺんに削られ大崩壊を引き起こしたものです。つまり、

「拡大造林」後の手入れ不足による、保水力の低下と山肌の過大浸食です。上記の旧木頭村の

大規模山林崩壊は、直径２㍍以上もあるブナ林を皆伐した後に、杉林の山肌の過大浸食が原因

で、中腹に深層崩壊が起こり、大きな山が大崩壊したものです。その後、砂防ダム工事が 20 年

以上も続き、この砂防ダム付近で山の崩壊がさらに頻発している場所もあります。 

 

  砂防ダムは打出の小槌 

  砂防ダムが造られる典型的な地形は、Ｖ字形の急な渓流です。両側も浸食され尽くして全体

に岩肌が剥き出しとなっている場所です。つまり、岩肌が何万年もかけて浸食される以外に

は、これ以上の浸食の恐れは全く無い場所です。こんな所へ砂防ダムを造るとどうなるでしょ

うか。大雨ごとにすぐに土砂が満杯となります。同時に、濁流が堰の上部を越流します。柔ら

かい両側の杉林などがいっぺんに浸食され、当然に山崩れが起きます。「大雨災害の復旧工

事」で、すぐ予算がつきます。また砂防ダムが必要だ、となります。 

  このように、砂防ダムは建設業者の打出の小槌であり、必要性の有無に関係なく、際限なく

造り続けられている場所も多くあります。その典型例が、旧木頭村の久井谷（ひさいだに）と

言う小さな沢で、エスカレーターのように約 200 基の砂防ダム群が建設されています。 
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１  カスリーン台風洪水における八ッ場ダムの治水効果はゼロ 

 

国土交通省関東地方整備局の河川関係のホームページを見ると、「現状でカスリーン台風が再来

し、利根川が破堤すれば、約34兆円の被害」という画面がいくつも見られ、1947年のカスリーン台風

洪水が再来した場合の恐怖が語られており、まさしく、カスリーン台風の再来に備えることが利根川

の治水計画の基本になっています。 

ところが、このカスリーン台風洪水が再来した場合における八ッ場ダムの治水効果がなんとゼロであ

ることを国交省自身が認めているのです。 

2008年6月6日に政府は八ッ場ダム問題に関する質問主意書に対する答弁書で、1947年のカスリー

ン台風再来計算の結果を次のように示しています。 

カスリーン台風再来時の八斗島地点の洪水ピーク流量の計算結果 

① 八斗島上流にダムがない場合           22170 ㎥／秒 

② 八斗島上流に既設 6ダムがある場合             20421 ㎥／秒 

③ 八斗島上流に既設 6ダムと八ッ場ダムがある場合 20421 ㎥／秒 

  

上記の①と②の差が既設6ダムの洪水調節効果を示しています。6ダムの効果は1749㎥／秒です。

次に、②と③の差が、八ッ場ダムが加わることによる効果を示していますが、②と③は同じ流量

であり、その差はゼロです。 

利根川の治水計画の基本になっているカスリーン台風洪水における八ッ場ダムの治水効果がゼロ

であるという事実は非常に重要です。この答弁書の内容は下記の通り、同年6月11日の新聞で大き

く報道されました。 

カスリーン台風再来時における八ッ場ダムの治水効果がゼロである理由は、吾妻川の八ッ場ダム予定

地上流域の雨量が少なかったことと、その降雨の時間がずれていたことによるものですが、これはカ

スリーン台風だけに見られる特異な現象ではありません。利根川流域では南から来た台風の雨雲が榛

名山と赤城山にぶつかって大雨を降らせるため、吾妻川上流域には利根川上流域に対応するような大

雨が降らないことが結構あります。このような地理的・地形的特質がありますので、例えば、カスリ

ーン台風

に次いで

大きな洪

水である

1949年の

キティ台

風におい

ても同様

な傾向を

見ること

ができま

す。 

  

【補論３】八ッ場ダムの治水効果の幻想 
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２  八ッ場ダムの洪水調節効果は利根川下流部では大きく減衰（国土交通省の計算）  

 

以上の話は治水基準点「八斗島」（群馬県伊勢崎市）での効果ですが、2012 年度になって、八斗島地

点から下流部に行くほど、八ッ場ダムの洪水調節効果が顕著に減衰することが国交省の報告書で明ら

かになりました。 

2010～11 年度に八ッ場ダム事業の検証が行われました。この検証のための委託調査報告書を入手し

て解析したところ、八ッ場ダムの洪水調節効果が下流に行くほど顕著に減衰していく計算結果が得ら

れていることが判明しました。 

ダムの洪水ピーク流量削減効果は下流に行くにつれて小さくなります。その理由の一つは、支川の

流入に伴い、洪水波型が重なってピーク発生時間がずれていき、ダム洪水調節によるダム地点でのピ

ークカット量よりも、合流後のピークカット量が小さくなることです。 

もう一つの理由は、勾配がゆるい河道では河道での貯留効果が働いてピークの突出が小さくなり、

ダム地点のピークカット量の効果も小さくなることです。 

八ッ場ダムの検証では、利根川の八斗島地点より少し上流から河口部までを四つの区間に分け、江

戸川も含めて五つの区間について八ッ場ダムがある場合とない場合について洪水流量の計算を行って

います。この計算は、過去の 8洪水について上流の洪水調節施設がない場合に八斗島地点の洪水ピー

ク流量が毎秒 1万 7000 ㎥（河川整備計画の目標流量）になるように、雨量を引き伸ばして計算したも

ので、実際の洪水（1950 年以降の最大は約 1万㎥／秒）よりもはるかに大きな数字になっています。 

その計算結果を整理したのが表 1 です。赤字のマイナスは河道の流下能力に不足はなく、余裕をも

って流れることを示しています。 

この計算では、八ッ場ダムによる洪水ピーク流量削減効果は渡良瀬川合流点より上流ではそれなり

にある場合もありますが、下流に行くにつれて次第に小さくなり、江戸川ではわずか 40～160 ㎥／秒

に落ち込み、マイナスになるケースもあります。利根川下流部（89km より下流）では、ほとんどがマ

イナスであ

り、八ッ場ダ

ムの効果があ

りません。 

このように

八ッ場ダムの

洪水調節効果

は国交省の計

算により、下

流部では大き

く減衰するこ

とが明らかに

なっているの

です。下流部

に位置する東

京都、千葉

県、茨城県は

八ッ場ダム事

業に対して治

水面でも多額

表１ 
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の費用を負担していますが、実際には国交省の計算でも八ッ場ダムの治水効果の恩恵を受けることは

ありません。 

 

３ 八ッ場ダムは洪水調節ルール変更で大洪水への対応が困難に 

 

（１）2013 年 11 月の八ッ場ダム基本計画変更前の洪水調節ルール  

 

2013 年 11 月に八ッ場ダム基本計画が変更され

ました。変更前の八ッ場ダム基本計画の洪水調

節ルールは大洪水の到来に対応できるように、

次のように設定されていました。（右図参照） 

① 流入量が 400 ㎥/s に達したら調節を開始

し、400 ㎥/s を超える分の 69％をカットする。 

放流量＝（流入量－400）×0.31＋400  

（一定率方式） 

② 流入量のピーク以降は 1,500 ㎥/s の一定量

で放流する。（一定量方式）  

 

（２）基本計画変更後の洪水調節ルール 

 

2013 年 11 月の基本計画変更後の洪水調節ルー

ルは大洪水より小さい洪水に対応できるように次

のように変わりました。（右図参照） 

① 流入量が 200 ㎥/s に達した時に洪水調節を

開始し、ピーク時まで 200 ㎥/s の一定量で

放流する。 

② 流入量のピーク後は、洪水調節開始からピー

ク時までの時間をかけて、次式の放流量まで

増加させ、次式で求めた放流量に達した時

は、一定量（最大 1,000 ㎥/s）で放流する。 

放流量＝（最大流入量－200）×0.28＋200  

 

（３） 洪水調節ルール変更の本当の理由 

（ダム検証で八ッ場ダム案を最適案にするための便法） 

 

2010～2011 年の八ッ場ダムの検証で治水面でも代替案との比較が行われました。この検証では河川

整備計画の目標流量（八斗島地点 17,000 ㎥/ｓ）規模の洪水を対象にして治水効果が計算されまし

た。国交省はこの規模の洪水に対して八ッ場ダムの効果が出るように、従来からの洪水調節ルールを

変えてしまいました。 

その結果、八斗島地点に対する八ッ場ダムの効果は図１のとおり、国交省の従来の公表値より格段

に大きくなりました。八ッ場ダムの削減効果に関する従来の公表値は、基本高水流量 22,000 ㎥／ｓ

（八斗島地点）に対して平均 600 ㎥／ｓで、削減率は 2.7％でした。ところが、八ッ場ダムの検証で

は、八斗島地点 17,000 ㎥／ｓに対する八ッ場ダムの削減効果が平均 1,176 ㎥/ｓで、削減率は 6.9％に
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なり、従来の 2.7％の 2.6 倍にもなりました。 

この治水効果を前提として、治水代替案の事業費が見積もられたため、それらの事業費は八ッ場ダ

ムの残事業費に比べてはるかに大きくなり、八ッ場ダムが最適の治水対策案であるという結論が導か

れました。 

国交省のご都合主義によって治水効果の数字が操作され、それによって八ッ場ダム案が最適案とし

て選択されたのです。 

 

（４） 大洪水が来たときは八ッ場ダムはパンク 

 

新しい洪水調節ルールは根本的な欠陥があります。このルールでは八ッ場ダムは小さい洪水から貯留

していくため、変更前の基本計画で想定されているような大洪水が来たときは、その洪水ピークが来る

前に洪水調節容量は満杯になって、洪水調節機能を失ってしまいます。 

図２は変更前の基本計画の想定洪水（大洪水）を変更後のルールで調節した場合です。洪水ピーク流

量 3,900 ㎥/ｓが来る前に、概ね 3500 ㎥/ｓで洪水調節容量は満杯になり、それ以降は洪水調節量はゼ

ロとなり、流入量がそのまま放流量になります。 

その結果、最大流入量 3900 ㎥/ｓがそのままダム下流に流れてしまうことになりました。このように

国交省は大洪水の到来に対応できない洪水調節ルールに変更してしまったのです。 

異常気象により、2018 年 7 月の西日本豪雨のように今後は計画雨量を超えた雨が降ることもありう

るのであって、その場合、八ッ場ダムは愛媛県・肱川の野村ダムや鹿野川ダムのように洪水調節機能

を失って下流に災厄をもたらすことになるのです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 図２ 

（文責 嶋津暉之） 



 

 

八ッ場ダム事業の現状 

 

八ッ場あしたの会事務局 渡辺洋子 

◆八ッ場ダムの本体工事 
 八ッ場ダムの建設地は、国の名勝・吾妻渓谷（群馬県長野原町）です。 

本体工事が始まったのは 2015 年 1 月でした。雪に覆われた吾妻川左岸の岩盤にダイナ

マイトが装着され、基礎岩盤の掘削工事が始まりました。2016 年 10 月からは 24 時間態

勢でコンクリート打設が行われ、現在、打設高は 9 割に達しています。（写真下＝11/23） 

本体工事の工程表では、来年 2019 年 10

月から試験湛水を開始し、19 年度中（2020

年 3 月末まで）にダムを完成させる予定と

なっています。しかし、雨の少ない冬季に

わずか半年間で貯水容量 1 億トンを超える

八ッ場ダムの試験湛水を終えるのは困難で

すから、国交省は試験湛水開始時期の前倒

しを目指していると考えられます。 

    

 
◆八ッ場発電所と導水管 
 ダム堤の直下では、八ッ場発電所と導水管を建設中です。 

 八ッ場ダムの主目的は「利根川の洪水調節」と利根川流域一都四県への「都市用水の供

給」です。当初のダム基本計画には「発電」目的は入っていませんでしたが、2008 年の計

画変更でダム放流時のみ、群馬県が従属発電を行うことになりました。 

 新導水管は八ッ場発電所の水を下流の東電・原町発電所へ運ぶためのものです。原町発

電所の手前には、東電・松谷発電所がありますが、松谷発電所は八ッ場発電所より標高が

高いため、八ッ場発電所から導水できません。 

 ダム予定地を流れる吾妻川では、東京電力が昭和初期から水利権を得て、ダム予定地上

流の取水口と松谷発電所を導水管で繋ぎ、水力

発電を行ってきました。このため、吾妻川には

本来流れるべき水量の殆どが流れていません。

（写真右＝川原湯地区・千歳橋付近、2013 年

11 月 18 日撮影） 

八ッ場ダム事業では国が東電に減電補償金を

支払い、松谷発電所が水利権を国に返還すこと

でダムに貯水することになっています。 
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 しかし、八ッ場ダムが完成すると、松谷発電所が吾妻川本流の水力発電を行えなくなる

ため、八ッ場発電所の従属発電を考慮しても吾妻川の水力発電量は大幅に減少します。 

 

◆水没住民と川原湯温泉 
 八ッ場ダムによる水没世帯は 290 世帯、道路等による立ち退きも含めると移転世帯は 470

世帯に上ります。地元では 1960～70 年代、20 軒の旅館を擁して繁盛していた川原湯温泉

を核とした、強固なダム反対運動がありましたが、国と群馬県はダム湖周辺に移転代替地を

整備して温泉を引く現地再建計画を提示して、反対運動を切り崩しました。 

 住民の多くは代替地への移転を希望しましたが、代替地造成の大幅な遅れ、周辺地価より

はるかに高額な分譲価格、温泉街の衰退などにより、地区外に転出した住民が多く、代替地

へ移転したのは、2018 年 3 月末時点で川原湯地区（当初 201 世帯）31 世帯、川原畑地区

（当初 79 世帯）15 世帯と、当初世帯数の五分の一以下でした。 

 川原湯温泉の跡地では、ダムに沈む旧源泉の湧出口にダム湖の水が流れ込むのを防ぐた

め、井筒工法による源泉保護対策が進んでいます（写真右＝11/14 撮影）。代替地では、ダ

ム事業で掘り当てた新源泉を 30 メートルポンプアッ

プして利用しており、引湯管は建設中のメタルロード

（町道）に埋設される予定です。 

代替地では旅館 4 軒、民宿 1 軒が営業しています。

ダム事業に翻弄され、今も工事現場に囲まれる川原湯

温泉は、人口減少と高齢化、観光客の減少に加え、ダ

ム完成後は複雑化した温泉施設の維持管理という難し

い課題と向き合っていかなければなりません。 

 

◆代替地の安全対策と地すべり対策 
 川原湯温泉の移転地である打越代替地では、ダム湖岸予定地を三分割してダム湛水に備

えた安全対策工事が行われています。 

 打越代替地は八ッ場ダム本体工事現場に隣接した右岸側にあります（写真下＝打越代替

地・大栃沢の盛り土造成地、10/28 撮

影）。谷埋め盛り土の規模は深い地点で

は 30 メートルを超えています。ダムの

運用により水位を上下するダム湖周辺

における、このような大規模な造成は

前例がありません。 

 代替地の安全対策は、2016 年の八ッ

場ダム基本計画の変更（第五回）にお

いて、初めて 44 億円の予算付けと 5 箇
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所の対策箇所が明示されました。ところが、翌 2017 年には対策箇所が 3 箇所に減らされて

いることが、群馬県議会の質疑で判明しました。 

その後の国会議員による現地視察や国交省への

ヒアリングにより、一旦は対策をとるとした箇所

を対象から外した根拠が追及されましたが、最低

限の対策しかとらないという国交省の姿勢は確認

できたものの、最終的に安全が確保できるのか、

懸念が払拭されたとはとても言えない状況です。 

（写真右＝打越代替地の谷側の県道では、盛り土

部分を取り除き、L 型擁壁で補強する工事が昨年

から続いている。11/27 撮影） 

 地すべり地帯に囲まれたダム湖予定地周辺では、上記の安全対策の他に、押さえ盛り土に

よる地すべり対策が 5 箇所で約 110 億円をかけて進められることになっていますが、この工

事もまだ最終的な形が見えてきません。 

 ダム湛水によって地すべり等が発生すれば、新たに追加の対策が必要になり、ダム事業費

の増額と工期の延長が必要となります。 

  

◆遺跡の発掘調査 
 八ッ場ダム予定地は、1783（天明３）年の浅間山大噴火で発生した天明泥流が流下

した、吾妻川の中流域にあります。泥流に厚く覆われた水没予定地は全域が災害遺跡

です。皮肉なことに、1994 年に始まったダム事業の発掘調査によって、ダム予定地域

が縄文～江戸時代の歴史遺産の宝庫であることが明らかにされてきました。 

 発掘調査の対象面積は 2017 年 3 月時点で延べ 101 万 4,173 ㎡、遺跡数は 60 遺跡に

上ります。天明の遺跡では、当時の暮らしをタイムカプセルのように留める遺構遺物

や、災害の様を生々しく伝える人骨も出土しています。 

他の時代の遺跡で特に注目されるのは、多数出土している縄文遺跡です。本体工事現

場の石畑Ⅰ岩陰遺跡は、縄文草創期から各期で利用された遺跡です。ダム本体の骨材を

運搬するベルトコンベヤの脇の急峻な地形に位置

しており、ダム事業に差しさわるからか公表され

ている情報はわずかです。（写真右＝9/16 撮影） 

 ダム湛水が迫る中、発掘調査は大量の作業員を

動員し、急ピッチで進められてきました。八ッ場

ダムに関わる遺跡保存と水没予定地域の再生を求

めて、500 名近くの科学者と文化人が声明を出し、

国や群馬県に働きかけてきましたが、こうした声

を無視してダム湛水の準備が進んでいます。 
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平成 30 年 7 月豪雨の後の愛媛県 肱川 

  

肱川沿岸の被災の様子（2018 年 7 月 28 日撮影） 

肱川の洪水で基礎が破壊された国道 197 号（2018 年 8 月 3 日撮影） 

肱川（2018 年 9 月 2 日撮影） 

愛媛県大洲市在住の有友正本さん提供 


